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資料　特－１　自衛隊の活動実績（全般）�

活動実績� 23. 6. 30現在�

実　績�活　動　内　容� 備　考�

人 命 救 助 �

御 遺 体 収 容 �

御 遺 体 搬 送 �

物 資 等 輸 送 �

医療チーム等輸送�

患 者 輸 送 �

給 水 支 援 �

給 食 支 援 �

燃 料 支 援 �

入 浴 支 援 �

医 療 支 援 �

道 路 啓 開 �

全体の約７割�

全体の約６割�

�

�

�

�

最大約200カ所�

最大約100カ所�

�

最大35カ所�

19,286名�

9,500体�

1,004体�

11,929ｔ�

19,924名�

175名�

32,985ｔ�

4,709,019食�

1,396KL�

966,436名�

23,370名�

322km

人命救助等�

物資等輸送�

生活支援�

平成23年度第１次補正予算（防衛省計上分）
の概要

防衛省計上額 ………………………………………約1886億円

（約541億円）

※（ ）内は後年度負担額で、上段の額の外数

①被災地域の復旧等活動経費…………………………………約966億円

燃料費、糧食費など、東日本大震災に対する自衛隊の災害派遣

活動を継続する上で必要な経費

②被災地域での活動に資する装備品等の維持整備…………約496億円

（約74億円）

被災地の復旧、被災者の生活支援、原子力災害への対応、輸送

など各種の機能について、今般の自衛隊の災害派遣活動をより効

果的に実施する上で必要な装備品・器材等を維持・整備するため

の経費

③被災した自衛隊施設の復旧 …………………………………約71億円

（約62億円）

陸上自衛隊多賀城駐屯地、海上自衛隊八戸基地、航空自衛隊松

島基地、公務員宿舎等、東日本大震災により被災した自衛隊施設

を復旧するための経費

④被災した装備品等の復旧 …………………………………約354億円

（約405億円）

東日本大震災による津波などにより使用不能となった装備品・

器材等を補填するための経費及び被害の状況を調査するための経

費

※　上記の経費のほか、子ども手当の支給額の見直しに伴い△約

24億円、基礎年金への国庫負担金の額の見直しに伴い△154億円

の減額修正がある。

資料 特－２




